
補 助 対 象 者

商店会、地域商業ビジョン推進団体、
個人又は法人の事業者（民間事業者等）
※商店会又は地域商業ビジョン推進団体と、民間事業者等が連携する
必要があります。

※詳細はホームページ・要綱で御確認ください。

補 助 対 象 の
事 業 期 間

原則、令和７年４月１日（火）～令和８年３月３１日（火）
※ただし、令和７年４月より前に着手するものでも、実施完了が令和７年４月以降に
なるものであれば、対象となる場合があります。

受 付 期 間 令和６年９月２日 （月） ～ 令和６年１１月２９日（金） ※当日消印有効
※申請される前に裏面「問合せ先」に御相談ください。

本事業は、商店街を舞台として、新規顧客開拓や新製品・新サービスの開発など、新たな消
費を創出する事業に連携して取り組む商店街と民間事業者等に対して、その事業に要する費
用の一部を補助することで、商店街における外部主体のアイデアや実行力の活用を促進し、商
店街及び地域の活性化を図るものです。

商店街コラボ創出事業

新消費創出促進事業補助金

１００万円１／２

実施される事業が子育て世帯の生活支援や、
移住促進などにつながる公益性が高いと認め
られる場合

補助率を２／３に引き上げ！

補助対象事業：商店街を舞台とした、新たな消費の創出につながる事業

イメージ・・・

・商店街×不動産事業者
新店舗の開業に伴う、商店街の新たな消費創出を目指し、
新規出店・創業希望者を対象としたマルシェや空き物件ツアー等を開催

・商店街×インフルエンサー
インフルエンサーとコラボし、消費を促すＷＥＢ・ＳＮＳによる発信を強化

・商店街×子育て世帯向け小売・サービス事業者
子育て世帯向けに優待やサービスを実施し、商店街離れが進んだ層の
消費を促進しつつ、子育て環境の向上にも貢献

・商店街×学生
学生と商店街が協力し、商店街の新商品を開発

補助率 補助上限額

詳細は裏面へ👉

商店街と民間の
シン・コラボを創出！

※記載はあくまでイメージで、

補助対象となる事業は、

これらに限りません。



申請書

申 請 方 法

申 請 書 等

申請書、商店会の構成員名簿、民間事業者等の法人登記や確定申告書等
をご提出いただきます。様式はホームページからダウンロードしてください。

https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000330405.html

補 助 対象 経 費
事業実施に必要な費用の一部を補助します。
報償費、人件費、施設整備費、備品等のリース料、店舗改装費、
印刷消耗品費、役務費、通信運搬費、使用料・賃借料、委託料 等

※必ず、京都市情報館にて本補助金の要綱等を御確認ください。

郵送受付 又は Ｅ-ｍａｉｌ
＜郵送先＞ ※提出書類は、鉛筆や消せるボールペン等、消せる筆記具での記載は不可

〒６０４-８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488
京都市産業観光局地域企業イノベーション推進室 商業振興担当 宛

＜E-mail＞ shogyo@city.kyoto.lg.jp 宛
※申請書類一式を電子化のうえ、メールに添付して御申請ください。
※送信後、必ず電話で到着の確認をお願いいたします。

審 査 基 準
※右記で総合的
に判断します

採 択 に つ い て

補助金交付のスケジュール

事前相談（必須） 申請受付 一次審査

交付決定事業実施実施報告補助金交付

令和６年８月～ 令和６年９月～１１月 令和６年１２月

令和７年１月～２月頃令和７年４月～令和８年３月

申請書をもとに外部の専門家も交えて審査を行い、採択者を決定
（先着順ではありません）
・採択予定件数：１０件
・交付（採択）通知時期：令和７年１月～２月頃を予定

・新規性（従来の事業内容・顧客層との違い、連携主体の違い）
・市場性、採算性（消費の発生が見込めるか、赤字事業でないか）
・具体性、実現性（目的の達成が見込める計画か、実現できるか）
・継続性、発展性（補助終了後の継続や、次の展開が見込めるか）
・公益性（周辺地域の課題解決への貢献が見込めるか）

お問合せ先

京都市産業観光局地域企業イノベーション推進室（商業振興担当）

TEL:０７５ｰ２２２ｰ３３４０
E-mail:shogyo@city.kyoto.lg.jp
8:45～17:30（土日祝日及び年末年始除く）

二次審査

令和７年１月頃

https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html
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